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背景・従来の研究とその問題点 

環境に対する選好は様々であり、直接あるいは間接的に環境を変化させ得る政策は、各

個人の効用水準を上昇させることもあれば同様に減尐させることもある。しかし、これ

らの正あるいは負の便益が測定されなければ、立案または施行された政策が社会的に望

ましいか否かについても議論できない。とくに、近年の大地震の発生や地球温暖化に伴

う気候変動から、希尐及び大規模な環境変化に対する効用水準の変化の正確な計測は重

要な課題となっている。これまでも、環境質の経済評価や、環境質水準を変化させる政

策の経済評価は環境経済学における主要な研究テーマの一つであり、大気汚染（Bayer, 

Keohane, and Timmins, 2009 など）などの通常の環境質ばかりでなく、希尐及び大規模な

環境変化に関して、洪水リスク（Bin, Crawford, Kruse, and Landry, 2008; Bin and Landry, 

2013など）や地震リスク（Nakagawa, Saito, and Yamaga, 2007; Nakagawa, Saito, and Yamaga, 

2009; Naoi Seko, and Sumita, 2010 など）、火災リスク（Donovan, Champ, and Butry, 2007; 

Stetler, Venn, and Calkin, 2010 など）も環境質として扱われ、環境改善に対する経済評価

がなされてきた。さらに、地球温暖化による気候変動の防止のような規模の大きい政策

の評価も報告されている（Layton and Brown, 2000 など）。これらの環境評価に用いられ

る手法はデータの観測方法に着目して分類すると、表明選好法と顕示選好法の２つのグ

ループに分類される。表明選好法では、質問票を用いて被調査者の選好を回答させるこ

とでデータを得る。一方、顕示選好法では、実際の市場等で観測される、不動産の価格

等のデータを用いる。 

仮想評価法（Contingent Valuation Method、仮想市場法ともいう。たとえば肥田野 1999）

はもっとも一般的に使用されている表明選好法の一つである (Louviere, Hensher, and 

Swait, 2000)。この方法では、調査票調査を用いて直接的に仮想的政策変更の価値を被調

査者に尋ねる。調査票調査によって実行できるという調査の容易性や、仮想政策に関し

ても被調査者が調査票に回答するだけで付け値データが直接得られることから、仮想評

価法は環境評価において広く適用されている。とくに、隕石が原子力発電所を直撃した

り、大潮の満潮時にマグニチュード９の地震と津波が襲うような希尐かつ激甚な災害の

リスクに関しては、実験室実験 による被験者の行動観察が倫理的に不可能であること

から積極的に仮想評価法が用いられてきた(Chanel and Chichilnisky, 2009; 2013)。本論文

では、通常の期待効用において生起する確率密度関数を変化させないが、発生時の被害

が激甚であるものを希尐激甚災害と呼ぶ。しかし、仮想評価法が仮想的な調査票調査を

データとして用いることは、同時に問題を発生させている。特に、調査票調査が政策や

購買行動の実効性を伴わないことに起因する仮想バイアスが重大である。また、

Hausman (2012)で指摘される通り、調査表の設計によって支払意思額が大きく変化して

しまうことも仮想評価法の信頼性に疑問を投げかけている。更に、調査票調査への回答

は強制力を持たないことから、特定の選好を持ったグループが回答を拒否した場合には

得られたデータは調査母集団のランダム標本としての正当性が保証されない場合もあ
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る 。これらの仮想評価法の問題点は他の表明選好法に対しても当てはまる。 

一方顕示選好法では、ヘドニック法とトラベルコスト法が環境評価で広く利用されて

いる。これらの方法は、実際の行動あるいは経済データから環境質の価値を推定するの

で、表明選好法とくらべデータの信頼性が保証される。トラベルコスト法は環境のレク

リエーション価値を推定するのに用いられ、環境財が提供される地点への訪問コストと

訪問頻度からこれを推定する。このため、環境のレクリエーション価値以外への適用は

不可能である。ヘドニック法による環境評価は Rosen (1974) によるヘドニック価格の

理論に基づく方法が中心で 、財の市場価格がその属性の関数であるとしてモデル化を

おこない、価格関数の推定から属性の評価を行う手法である。環境評価では、通常不動

産価格が環境質を含む不動産の属性の関数として推定を行う。本論文では、この方法を

構造的ヘドニック分析と呼ぶ。Rosen (1974)はヘドニック価格関数が消費者の付け値関

数の包絡線であるであることを示し、付け値関数を推定するための２段階推定法の原型

を提案した。Ekeland, Heckman, and Nesheim (2004) により、現実的な設定のもとでの２

段階法を用いた付け値関数の推定法が示されている。１段階目では価格関数を推定し、

２段階目では操作変数法を用いて付け値関数を推定するというものである。１段階目の

価格関数の推定によって限界支払意思額を識別することは可能であるが、環境変化が限

界的でない場合には環境評価が不可能であるため２段階目の推定が必要となる。しかし、

ta ただしこの２段階推定は関数形の選び方や妥当な操作変数の選び方といった技術

的・実用的問題点があり通常は１段階目の価格関数の推定のみが行われている。これに

対して直接付け値関数を推定する方法として離散選択モデルを用いる分析も行われ、近

年では Bayer et al. (2009)がこの方法を用いている。しかし、付け値関数の特定化の誤り

も起こりやすいという特徴がある。さらに環境経済学分野への適用はないが、Paarsch 

and Hong (2006)が指摘するように競売データからミクロ経済理論と整合的な価値関数

を求めることが出来る 。ここで価値関数とは、競売をゲームとして定式化した際の入

札者にとっての競売にかけられる財の価値が財の属性の関数と仮定したものであり、効

用関数や付け値関数に対応する概念である。この方法には、仮想評価法と同じく直接付

け値が観察されるという利点がある。更に、競売は現実の経済行動であり、仮想バイア

スは存在しない。したがって、価値関数の推定が一度行われれば、単純な予測値の計算

により仮想的政策評価が可能となり、また、付け値の分布など平均値以外のパラメタを

推定できる利点も有する。 

近年のヘドニック法を用いたデータ分析において、構造的ヘドニック分析の頑健な代

替物としての準実験法の重要性が高まっている。 実際、Parmeter and Pope (2010) がま

とめたとおり、ヘドニック法と準実験法の併用による環境評価や政策評価は近年数多く

報告されている。準実験法とは、観察データに対して疑似的にランダム化を行うことで、

処置 以外の要因の与える効果（交絡によるバイアス）を排除し、純粋な処理の因果的

な効果を推定する方法である。ランダム化により理想的な実験と同様、処置群と実験群
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の交絡因子を固定して２群を比較することで処置効果が識別・推定される。ランダム化

の方法には、マッチング法、回帰不連続法、DD法（Difference in differences）、操作変数

法などがある。環境質の変化によって引き起こされた因果的な不動産価格の変化を分析

したものとして Chay and Greenstone (2005) や Greenstone and Gayer (2009) などがある。

準実験アプローチの利点は、構造的ヘドニック法では価格関数の関数形の仮定の恣意性

が問題となりうるが、準実験アプローチではこれを仮定することなく因果効果を推定で

きることや、２段階法とくらべると計算が容易であることが挙げられる。しかし

Heckman (2010)で指摘されているように準実験法による分析は、経済学的な構造や意思

決定を不問にすることから、推定結果の解釈やそれを用いた政策効果の事前予測に関し

ては問題がある。したがって、過去に経験したことのない新たな政策の効果を事前に予

測するために準実験法を用いるのは困難である。以上より、顕示選好法に基づいた希尐

および大規模な環境変化の経済評価に関する従来の研究には問題点が多いといえる。 

次に、希尐激甚リスクが人の行動に与える影響の理論的枠組みについて議論する。これ

まで解析的な性質の良さから、経済学において不確実な事象をモデル化する際には、ほ

とんどの場合フォンノイマン-モルゲンシュテルンの提案した期待効用理論が適用され

ている。環境分野では Brookshire Thayer, Tschirhart, and Schulze (1985)、Naoi et al. (2009)

などの研究がある。しかし、この期待効用理論の妥当性に関しては理論および実証の双

方から疑問が呈されている。たとえば Tversky and Wakker (1995) や Kahneman and 

Tversky (1979) では通常の期待効用による行動予測は、実際に観測される行動と必ずし

も一致しない可能性を報告している。この、理論と観察される行動の差異の理由として

は多様な指摘がなされているが、代表的なものとして客観的な確率分布と主観的な確率

分布のずれや、通常の期待効用理論が希尐事象に対し反応しないことが挙げられている 

(Chichilnisky, 2009) 。 とくに、通常の期待効用が希尐事象に対し反応しないことは、

経済主体の行動が希尐激甚災害に関する認識に影響されているならば、通常の期待効用

に基づく予測は誤った予測につながる。実際、Chanel and Chichilnisky (2009)は激甚でな

いリスクに対して計算された期待効用は、恐怖心を呼び起こすような激甚リスクがほん

の尐しでも存在する場合、観測された意思決定の説明には不十分であることを報告した。

また、 Chanel and Chichilnisky (2013) では仮想評価法を用いて、個人の自分の生命への

評価は期待効用から導かれる個人の生命の価値とくらべて高いことが指摘されている。

しかし、Chanel and Chichilnisky (2009; 2013) で用いられた仮想評価法に関しては前述の

とおり Hausman (2012) に代表されるように、得られるデータへの信頼性に対する疑問

が報告されており、より信頼のおけるデータによる検証が望まれている。 

 

本論文の目的 

本論文では以上の問題点を解決し希尐および大規模な環境の経済評価を正確に行うた

め、以下の３点を目的として、顕示選好データを用いた実証手法を考察した。 
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１．希尐だが発生時の被害が激甚である災害が個人や企業の行動に関して期待効用理論

および Chichilnisky 理論の妥当性を検証するため、これらの災害情報が不動産価格関数

に与える影響を定式化し、準実験法の一つである DD法を用いて実際のデータからこれ

らの理論を検証する。 

２．大規模な環境変化に対する環境評価を行うための方法の一つとして、不動産競売デ

ータを用い、直接付け値を表す価値関数を推定する方法を提案し、その有効性を示す。 

３．環境政策の事後評価手法として、政策実施による価値関数の変化を DD法を用いて

推定する方法を提案し、その有効性を示す。 

 

目的に対する本論文でのアプローチと結果 

目的１に対して２章では Chanel and Chichilnisky (2009; 2012)による希尐激甚災害に対す

る実験参加者の過大評価が実際の経済データでも発生しているか検証した。特に、2012

年に発表された南海トラフ巨大地震に関する被害想定が、以前の震源モデルでは考慮さ

れなかった、1000 年に 1 回かそれよりもさらに小さい確率でしか発生しないが発生時

の被害が激甚な地震と津波を対象としていることに着目して、Chanel and Chichilnisky 

(2009; 2012)の結果の検証をおこなった。 

分析の結果、報告書の地価に対する統計的に有意な効果が認められた。特に、希尐激

甚災害のリスクが低い地域では正の効果、希尐激甚災害のリスクが高い地域では負の効

果が観察された。また、過去最大級の津波が襲った際浸水高 5mとなる場所に位置する

土地区画は 0m となる場所に位置する土地区画とくらべ 0.8%地価が減尐することが明

らかになった。希尐激甚災害に関する情報更新が地価に影響を与えたことは、無視でき

るほど確率が低い事象でも経済主体の行動に影響を与え得ることを意味している。これ

は、通常の期待効用理論からは Chichilnisky (2009) が示した通り支持されず、希尐激甚

災害に対して反応する目的関数の最大化として意思決定を定式化する必要性を示唆し

た。 

目的２に対して３章では、データの信頼性が高い顕示選好法による環境評価において、

大規模または仮想的な評価が現行手法では困難であることに着目し、不動産競売データ

を用いた代替案の提案を実際の東京都のマンション競売データを用いて行った。 

結果、Naoi et al (2009) や Nakagawa et al. (2007, 2009)などの日本における不動産価格

と環境を含む属性に関する価格関数の推定結果と矛盾しない価値関数が推定された。現

在の平均価値が 5,000,000 JPYで、周辺の不燃領域率が 0.5 である物件の数値目標 0.7 達

成時の平均価値の増加量を指数分布モデルと対数正規分布モデルの下で推定した。さら

に、推定において分布の仮定が結果を左右しやすいことを明らかにし、セミパラメトリ

ック法の重要性や、情報開示の意義を示した。 

２章での地価の変化を用いた分析は、価格関数の報告書による因果的変化から希尐激甚
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災害のリスクが無視できないことを示したが、価値の変化については明らかにできてい

なかった。これを踏まえ、目的３に対して４章では愛知県のマンション競売データを用

い南海トラフ巨大地震に関する報告書を例に、３章の推定法を用いて報告書による価値

の因果的変化の推定を試みた。 

津波浸水想定地域とされた地域は、報告書の発表以前から、津波による浸水が想定さ

れない地域と比較してマンションの価値が低下していたことが明らかとなった。は係数

は有意水準を 10%としても有意ではなかったが符号は負であった。とくに、情報更新前

の平均価値が 5,000,000JPY のマンションの場合、3m の浸水高が見込まれる物件は

49,000 (JPY)の平均価値の減尐が観測され一方 1m の浸水高が見込まれる物件は

3,410,000 (JPY)の平均価値の増加が観測された。これらは、報告書によって希尐なうえ

に津波浸水想定が小さい地域に位置すると明らかになったマンションは価値を回復し

ており、被害の上限が明らかになったことの効果と推察されるほか、激甚災害リスクを

含まない場合での期待効用理論の妥当性を示唆している。 

 

今後の課題 

３章の結果から、競売データを用いた環境評価の可能性が示された一方で、価値の従う

分布の仮定によって、推定される支払意思額が変化することが観察され、様々な分布族

による推定結果を比較する必要性が明らかとなった。この問題は裁判所が入札額の分布

を公開することで緩和可能であり、環境評価の観点から研究者への限定的な公開が望ま

れる。しかし、公開されない可能性も大きい。この場合、特定化の誤りを防ぐために混

合分布などを許した競売データの推定量開発が望まれる。また、本論文での簡単化のた

めの仮定が推定結果に与えるバイアスの量的評価が今後望まれる。 

４章では２章の結果に加え、DD法による価値関数への希尐激甚災害リスク更新が推

定できることを見た。しかし、推定結果は解釈可能なものであったが、南海トラフ巨大

地震に関する報告書の対象が広範囲にわたることから、処置群と対照群の設定など改善

すべき点は多い。考えられる対処方法は、都市の属性がマハラノビスの距離などの意味

で類似する太平洋に面した都市と、報告書における被害想定が微小である都市を選びそ

れぞれ処置群と対照群とする方法などがある。また、Chichilnisky (2009)や Chanel and 

Chichilnisky (2009;2013)の検証の観点から考えれば、処置効果が十分な有意水準で統計

的に有意であったか否かが重要だが、この点に関しては対象とした名古屋市の津波到達

時間に地震発生から余裕があることが一因と考えられる。これは、例えば浜松市周辺な

どより避難が困難である地域と南海トラフ巨大地震に関する報告書を用いた検証や、異

なる情報更新処置を用いた検証が考えられ、今後の研究課題である。 
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